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⑴
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第3章 大統領中心主義の確立
おわりに

第2章 大統領中心主義の展開

1958年憲法の顕著な特徴の一つは，「政府（Le gouvernement）」という
タイトルを一つの章（Titre）に与えたことである。「フランス憲法の一つの

� 香川法学第41巻第3・4号に掲載した「フランス第五共和政における大統領中心主
義の成立――軍事・防衛領域における初期の憲法運用を素材として――」は，本稿
を含む連載の初回の予定でした。したがって，正しいタイトルは「フランス第五共和
政における大統領中心主義の成立――軍事・防衛領域における初期の憲法運用を素
材として――（1）」です。お詫びして訂正します。
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章が政府に当てられたのは自由主義公法の歴史の中で初めて
⑵
」であった。

1958年憲法の主要な目的である執行権の強化とは，政府の強化が重要な
要素であることは間違いないし，また，その政府のリーダーこそが真の執
行権のリーダーである。この点に関して，1958年憲法は，21条で「首相
が政府の活動を指揮する」と規定する一方で，大統領と政府との関係につ
いては9条で「大統領は閣議を主宰する」としていた。しかし，大統領に
よる閣議の主宰は，首相中心主義をとる1946年憲法でも全く同じ文言で
規定されていた（32条1項）。1958年憲法の上記2つの条文を見比べて，
政府のリーダーシップは首相であるという解釈が導かれるのはごく自然の
ことである。
しかし，ドゴールは回想録で，「確かに，『国家の政策を決定する』政府

は存在する。しかし，誰もが知っているように，政府は私の選択に由来し，
私の信任なしには行動しない」，「劇的な状況を除いて，私の行動は，何よ
り，政府という予想，準備，執行の機関に対して方針を決め，目標を定め，
指示を与えることにある

⑶
」と記している。この立場では，上記の1946年

憲法との連続性を踏まえた解釈とは異なり，政府のリーダーシップは大統
領にあることになる。
実際，大統領に就任したドゴールは，首相権限の犠牲の上に，大統領の

権限を拡大して行使する。首相中心主義から大統領中心主義への移行であ
る。この移行は，首相や政府，さらには国会の承認の下で行われたため，
政治的危機に発展することはほとんどなかった。しかし，たいていの場合，
制定時に理解された憲法解釈とは異なる形で，場合によっては，そのとき
の憲法解釈に従えば憲法違反となるような形で行われた。それゆえか，大
統領主導の執行権の行使は，権力の内部にいる者の抵抗に遭ったり，ある
いは強い印象を与えた。そして，何より，行政立法の場合にはコンセイユ・

� Christian Bidegaray et Claude Emeri, Le gouvernement, in L’écriture de la Constitution
de1958, Economica,1992, p.213.
� Charles de Gaulle, Mémoires d’espoir, t. I, Plon,1970, pp.284,285.
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デタが関与するため，そこで憲法解釈をめぐる議論が正面から繰り広げら
れた。コンセイユ・デタの議事録は原則非公開のため，多くは参照できな
いが，2008年から刊行された『第五共和政憲法資料集

⑷
』にいくつかの行

政立法に関する議事録を含む貴重な資料が収録されており，権力内部での
議論の状況を垣間見ることができる。それはまた，憲法制定過程における
コンセイユ・デタでの議論

⑸
との比較を可能にしてくれる。これら私的ある

いは公的な記録からこの時期の権力行使の特徴を明らかにしていく。
本章では，1958年憲法初期の大統領中心主義的憲法運用を2つの観点

から見ていきたい。まず，1958年憲法が規定する諸制度の設立である。
憲法の全面改正に伴い，国会や大統領，政府をはじめとして憲法上の機関
はほぼ全面的に刷新された。これら諸国家機関の構成にかかわって，1958
年憲法施行に先行してあるいは施行後直ちに，大統領と首相の権限の確定
の問題が浮上したのである。ここでの問題は，具体的な政治課題に対応す
る前の段階での，つまり，構想としての大統領中心主義である。このこと
は，1958年憲法制定過程では姿を消したこの構想が，実は放棄されたの
ではなく，確かに継続していたことを表す。憲法制定過程で首相を務めて
いたドゴールと，制定作業の実務を支えたミシェル・ドゥブレが，それぞ
れ1958年憲法最初の大統領および首相としてこの憲法の最初の運用を
担ったことからも，その継続性は裏づけられる。この検討により，1958
年憲法制定においては正面からは採用されなかった大統領中心主義が，こ
の段階で法的に表現されていくことが確認できる（第1節）。
つぎに検討するのはアルジェリア問題への対応である。すなわち，アル

ジェリア独立勢力との間で戦われていたアルジェリア戦争およびそのため
にアルジェリアに派遣されていたフランス軍によって引き起こされていた

� Commission des archives constitutionnelles de la Ve république, Archives constitutionnelles
de la V e république（以下，AC5）, vol.1－5, La documentation française,2008－2011.

� V. Documents pour servir à l’histoire de l’élaboration de la Constitution du 4 octobre
1958（以下，DPS）, vol. III, La Documenation française,1991.
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諸問題が憲法の運用に与えた影響である。「アルジェリア問題の憲法運用
に対する全般的射程は明白で

⑹
」あり，「大統領の優越は……憲法の条文に

由来するというより，危機的状況に直面した国民の不安に由来していた
⑺
」

とされている。アルジェリア問題こそが1958年6月のドゴールの政権復
帰を可能にしたのだが，1958年憲法施行後も継続していた。そして，ア
ルジェリア問題への対応は，構想としての大統領中心主義を，実践におい
てさらに強めていったと考えられる（第2節）。

第1節 新憲法への移行
1958年憲法は92条1項で新憲法施行に必要な経過措置を規定した。同
項は，「諸制度の設立に必要な立法措置，および，これらの設立まで公権
力の運用に必要な立法措置は，コンセイユ・デタの意見を徴したうえで，
閣議において，法律の効力をもつオルドナンスによって定める」としてい
る
⑻
。ここから大統領と首相の関係をめぐる最初の諸問題が生まれてくるこ

� Georges Berlia, Essai sur la Cinquième République, RDP ,1961no6, p.1158.
� Jean Gicquel, Essai sur la pratique de la V e République, L. G. D. J.,1977, p.99et s. V.
Claude Emeri, Les déconvenus de la doctrine, in Olivier Duhamel et Jean-Luc Parodi
（dir.）, La Constitution de la Cinquième République, Presses de la Fondation nationale
des Sciences politiques,1985, p.75 et s. ; Jaques Chapsal, La vie politique sous la V e
République,1/1958－1974,4e édition, P. U. F.,1990, p.203.
� 92条はこのほかに，2項で，憲法の審署（実際には1958年10月4日）から4か
月の期間において，コンセイユ・デタの意見を徴した後閣議で決定するという条件の
下，国会両院の選挙制度について法律の効力をもつオルドナンスで決定する権限を政
府に与え，さらに，3項で，同じ期間，同じ条件の下，「政府は，国民の生活，市民
の保護および自由の保障のために政府が必要と判断する措置を，あらゆる事項につい
てとることができる」ことを定めている。2項の対象は新憲法施行に必要な措置とい
えるが，3項が政府に付与した権限は，期間の限定はあるものの，それに限られない
非常に広範なものである。3項は，したがって，憲法の移行措置というより，実質的
には，1958年6月3日全権委任法（Loi no 58－520 du juin 1958 relative aux pleins
pouvoirs, J. O.,4 juin1958）を，その期限満了前に更新する意味をもつ。同法は，審
署から6か月の期間において，コンセイユ・デタの意見を徴した後閣議で決定すると
いう条件の下，ドゴール政府に「国家の再建に必要と判断される措置――その措置
は有効な立法規定を廃止，修正またはそれに代替しうる――」をとる権限を付与し
ていた。
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とになる。憲法が大統領と首相との共有を定めた権限の範囲を，まず，本
項のオルドナンスで画定する必要があるからである。
1958年憲法が首相中心主義を採用したという理解からは，同憲法は特
にそれと異なる規定がない限り，首相・政府の権限は基本的に1946年憲
法を引き継いでいるという解釈が出てくる。そうした理解をもっていた官
僚たちは従前のやり方を踏襲しようとするだろう。これに対し，大統領中
心主義的理解によれば，そのような首相中心主義的解釈こそ1958年憲法
が変革しようとしたものであり，1946年憲法下でのやり方は大幅に改め
られるべきであることになる。これから検討する諸問題は，こうした2つ
の解釈の対立が顕在化したもので，おおむね大統領中心主義的理解が優越
する形で解決されていく。しかし，そこでは多かれ少なかれ官僚機構の抵
抗が見られ，また，全面的に大統領中心主義が貫徹されるわけでもない。
この時期の憲法運用にはそうした微妙なニュアンスが伴うものであること
を見失ってはならない。
本節では，基本的には生起した順序にしたがって，まず，大統領と首相

の権限関係に関して最初に問題となった文武官の任命権について，コンセ
イユ・デタの議論を参照しながら，大統領中心主義の進展を検討する。つ
ぎに，政府におけるリーダーシップの問題として，政府の構成員の決定，
および政府形成時の国民議会による信任確認の扱いを通して，大統領が政
府の運営に影響力を行使することを見ていく。最後に，政府構成員の権限
範囲の決定権をめぐる問題を契機に浮上した命令制定権をめぐる問題を検
討して，コンセイユ・デタも大統領中心主義を承認するにいたることを確
認する。

⑴ 文武官の任命権
大統領中心主義と首相中心主義の解釈の対立が最初に現れたのは文武官

の任命権の範囲を定めるオルドナンスの制定をめぐってである。1958年
憲法（制定時）は13条2項で「大統領は国の文官および武官を任命する」
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としたうえで，同3項で，「コンセイユ・デタ評定官，賞勲局総裁，大使
および特使，会計検査院主任検査官，知事，海外領土における政府の代表，
将官，大学区長，中央省庁の局長は閣議において任命される」と規定し，
さらに，同4項では，「閣議において任命するその他の官職，および，大
統領の任命権が大統領の名において行使されるように委任される条件につ
いては，組織法律が定める」としていた。他方で首相の権限としては，21
条1項第4文で「第13条の規定の留保の下，首相は命令制定権を行使し，
文官および武官を任命する」としていた。このように，しくみは単純では
ないが，大統領と首相とが文武官の任命について権限を共有することは確
かである。
これらの規定は，1946年憲法から大きく変更されたわけではない。1946

年憲法30条は「大統領は閣議において，コンセイユ・デタ評定官，賞勲
局総裁，大使および特使，国防高等評議会および国防委員会の委員，大学
区長，知事，中央省庁の局長，将官，海外領土における政府の代表を任命
する」という規定で，1958年憲法13条3項と基本的な構造は同じであり，
列挙されている官職の多くも同じである。また，1946年憲法47条2項は
「首相は，30条，46条，84条に定める以外のすべての文官および武官を
任命する」と定めていた。ここで言及されている46条は大統領が首相お
よび諸大臣を任命する規定である。この規定によれば，首相の任命の前に，
大統領はまず「慣例的な意見聴取（les consultations d’usage）」を経て首相
を「指名」し，指名された首相はさらに国民議会から叙任を受けなければ
ならず（1946年憲法45条

⑼
），また，諸大臣を選任する権限は首相にあっ

た（同46条）。84条は裁判官を大統領が任命するという規定であるが，
司法官職高等評議会の推薦に基づいて任命する必要があった。したがっ

� 1946年憲法45条は1954年12月7日の憲法改正で修正されたが，大統領による任
命の前に国民議会の叙任を経なければならない点は変更がない。ここでいう「慣例的
な意見聴取」とは，国会両院議長や国会会派の長などから首相の人選について意見を
聴取するもので，国民議会多数から支持されうる人物および政策を探るためのもので
ある。
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て，1946年憲法46条と84条が定める大統領の任命権は形式的なものに
過ぎなかった。そして，30条の大統領の任命権もまた形式的なものと理
解されていた。そこでいう「閣議において」という条件によって任命権の
実質は合議体としての内閣に移行していると解釈されたからである。任命
権者を大統領としたのは列挙された官職に「ある種の荘厳さ」を加えると
ともに，「国家元首が与えうる控え目な意見によって有益な指摘を受ける」
ためと説明されていた

⑽
。大統領の形式的任命権が実質的に内閣に移行する

という関係を裏づけているのが，首相および大臣の副署である（同38条）。
副署が実質的な権限の所在を示しているわけである。そして，大統領の任
命権の形式性を理論的に根拠づけるものが大統領の無答責である（同42
条）。「国民主権を行使する」国民議会（同3条3項）に対して責任を負う
合議体としての内閣（同48条）にこそ実質的権限を認めるべきだという
ことである。こうして，47条2項の首相の任命権の範囲外とされた官職
は，いずれも形式的には大統領に任命権があると規定されていたが，実質
的には大統領の裁量は無きに等しいものであった。さらに，内閣における
首相の優越的地位を考慮すれば，文武官の任命については首相にきわめて
広汎な権限が与えられていたことになる。
1946年憲法と比較すると，1958年憲法13条3項は大統領が閣議におい
て任命する官職を列挙している点で1946年憲法30条を引き継いでおり

⑾
，

1958年憲法21条1項第4文は大統領の任命権の範囲外においては首相が
任命権を有することを規定している点で1946年憲法47条2項に対応して
いる（ただし，1958年憲法ではそれが大統領権限の委任とされている点

� Georges Vedel, Manuel élémentaire de droit constitutionnel , Dalloz,1949, p.516.
� ただし，1946年憲法30条における大統領が任命する官職のリストは，47条2項が
首相の任命権を一般的なものとして規定していたことから，限定列挙と理解された
（V. Julien Laferrière, Manuel de droit constitutionnel ,2e édition, Domat-Montchrestien,
1947, p.1041）のに対し，1958年憲法においては，首相の一般的任命権を規定する条
文がなく，13条2項が大統領の一般的任命権を示唆している点で，13条3項におけ
る官職の列挙が限定を意味しているのかはっきりしなくなっているとみることもでき
る。
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が異なる）。1958年憲法13条4項に対応する規定は1946年憲法にはない。
しかし，この規定は閣議において任命される官職の拡大と大統領の任命権
の委任の条件とを組織法律に委ねることを定めるものであって，いずれに
せよ，大統領の任命権を強化するものではない。なぜなら，閣議において
任命される官職の拡大は，1946年憲法における理解を前提とすれば，大
統領ではなく政府の権限を拡大するものであり，また，任命権の委任の可
能性および方法の明確化は，1946年憲法においてそうした規定が欠如し
ていたことが欠点として考えられてきたものであって，その欠点を補正す
るものだからである。そして，1958年憲法19条により，大統領の任命権
の行使には首相または大臣の副署が必要とされているのである。
このようにみてくると，1946年憲法との対比で1958年憲法の最も顕著
な規定は13条2項ということになる。文字通りに受け取れば，大統領が
文武官の任命について一般的権限を有するという原則規定であり，それは
1946年憲法における任命権の首相中心主義と対立する契機を含んでいる。
そこで憲法制定過程において文武官の任命に関する大統領と首相の権限

がどのように理解されていたかを検討する。政府内部の検討作業をみる
と，大統領の任命権の規定はかなり変化している。6月中旬案

⑿
では，「B

章 政府（Titre B /Le Gouvernement）」6条1項で大統領の，2項で首相
の文武官任命権を規定している。規定のしかたは1946年憲法と同様で，
大統領の任命権は閣議において行使されるという限定の下8種の官職を列
挙している。官職の種類は1946年憲法30条と一部異なるが形式はこれを
踏襲している。そして，首相の任命権が及ぶ範囲は，「その他の文官およ
び武官」とされているので，これまた1946年憲法の規定の形式を引き継
いでいる

⒀
。6月18日案における大統領の任命権の規定――同案は大統領

に関する規定しかない――では，「閣議において」という条件が削除され

� ミシェル・ドゥブレが作成した条文の形をとった最初の政府内部の検討資料で，
DPS 編者の注釈によると，6月前半に作成されたと推定している（DPS I , p.251）。
� Ibid., p.253.
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ているが，対象となる官職を列挙するという形式は踏襲されている
⒁
。さら

に6月23日案以降，7月15日案までは，大統領の文武官任命権の規定自
体が消えている。「政府」の章の検討が作業部会で行われるのが7月初旬
からである。7月3日作業部会案「第1章 政府」2条2項は「首相は閣
議において選任されうる官職以外の文官および武官を任命する」となって
いるが，「大統領」の章の案の方で「閣議において選任されうる官職」の
任命に関する規定がない状態なので暫定的なものと考えられるが，7月
15日案，いわゆる「ラ・セル・サン・クル案」までこの状態が続く

⒂
。こ

のころはまだ政府内部の検討が進んでおらず，とりあえず1946年憲法の
規定を若干の修正を加えたうえで置いたりしたものの，成熟には程遠いと
いう印象である。
こうした状況が変化するのは，7月16，17，18日の関係閣僚協議会を

経て作られた7月19日案である。この案の11条2項に初めて大統領の一
般的任命権を規定する条文が登場する。そして，首相の任命権に「11条
の留保の下に」の条件が付く

⒃
。ここで1958年憲法の文武官任命規定の基

本的構造が現れたことになる。さらに，7月23日，25日の閣議に提出さ
れた案では，大統領の文武官任命権に「組織法律によって定められるリス
ト」に列挙されることが条件として付されるが，閣議において提起された
と思われる「大統領からの委任によって首相が任命する官職は法律が定め
る」との修正案が提案されている

⒄
。この提案は，首相の行使する任命権と

の関係を明確するためと思われるが，憲法諮問委員会（Comité consultatif
constitutionnel, 以下 CCC）提出案では，大統領の行使する任命権への条件
は削除され，閣議での修正案が採用されている。
このように7月19日案で大きな変更が加えられたのだが，その理由は

� Ibid., p.266.
� Ibid., pp.341,432.
� Ibid., pp.459－460.
� Ibid., pp.476,478.
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不明である。しかし，その後の修正も含めて，文武官の任命権については，
大統領に一般的権限を与え，首相の権限は大統領権限の委任という位置づ
けを与えようとしていることははっきりしていると思われる。それでは，
少なくとも文武官任命権に関しては大統領中心主義を採用したということ
になるかというと，必ずしもそうではないであろう。なぜなら，大統領の
文武官任命は，政府の起草作業中一貫して，首相および関係大臣の副署が
必要な行為とされていたからである。副署によって政府が大統領の行為を
コントロールするという首相中心主義的解釈も可能であったし，それどこ
ろか，CCCでも，コンセイユ・デタでも，政府案が首相中心主義を採用
していると繰り返し言明されていたのである

⒅
。他方で，政府・首相の行政

および軍事における指導性を定める――首相中心主義を基礎づける――
条文が7月7日案以降維持されることも考慮すると，文武官の任命権に関
してだけ大統領中心主義的に解釈することは憲法の基本構造との整合性に
欠けるように思われる。
そうした理解もあってか，CCCでは大統領の一般的な文武官任命権の

規定はまったく議論の対象とならなかった。この規定が1946年憲法と比
較すると顕著な違いなのでやや意外な感じもする。議論になったのは大統
領の任命権の首相への委任の規定のしかた，しかもその技術的側面である。
政府案では，首相が任命する官

�

職
�

を法律が定めることになっているが，こ
れでは法律が定めない限り大統領がすべて任命しなければならなくなると
いうことで，「大統領は，法律の定める条

�

件
�

において首相にこの任命権を
委任できる」（傍点は引用者）という修正案を採択したにとどまる

⒆
。

憲法制定過程において大統領および首相の文武官任命権の問題が正面
から議論される機会は，ようやくコンセイユ・デタ憲法委員会において訪
れる。実は，CCCの答申の後，それとは関係なく，大統領の文武官任命

� 参照，拙稿「フランス1958年憲法制定過程の研究（3），（4）」（香川法学35巻1・2
号，36巻3・4号）。
� DPS II , pp.325,571.

香川法学43巻1・2・3・4号（2024）

10（10）



権について修正が加えられている。それは，大統領の一般的な文武官任命
権の規定の後に，「閣議において選任されうる官職は法律で定める」とい
う規定を挿入したことである

⒇
。ここで，7月中旬以来消えていた「閣議に

おいて選任されうる官職」という表現が復活し，それが大統領の任命権の
直後に来ることで，1946年憲法30条がそうだったように，大統領の任命
権を限定する意味なのか，それとも，大統領の任命権はあくまで一般的で
あって，「閣議において選任されうる官職」はその一部に過ぎないのか，
どちらともとれる規定のしかたになった。コンセイユ・デタに提出された
政府案はこの規定を挿入したものである。
大統領の一般的文武官任命権を定める規定について，コンセイユ・デタ

副院長であり同院憲法委員会委員長を務めたルネ・カッサンは，同委員会
において，「一般原則において大統領に任命権を与えることは，憲法案で
採用されたシステム，言うところの首相と政府が統治するシステムにきわ
めて適合的であるとはいえない」と疑問を呈した。閣議において選任され
る文武官を大統領が任命するという1946年憲法の形式の下で，大統領の
任命権を拡大するにしても，文武官の任命権を首相から奪うという外観を
与えないほうが，問題はより小さいのではないか，というのである

21
。

この疑問に対し，政府委員として審議に参加していたレーモン・ジャノ
は，政府案の基礎にある，法的なものではないが政府が重きを置いている
考えとして以下のような説明を行った。「人が国家の役務に就くとき，そ
れは一時的な政府のものではなく，永続的な国家の役務に就くのである。
官吏が国家に結びつけられる行為においては，まさにこの継続性を表す行
為が現れることが適切であって，その行為は首相の署名より大統領の署名
によってはるかによく体現される」

22
。

この説明によって大統領の文武官任命権を一般的な形式で表す規定につ
いてはおおむね理解が得られたようで

23
，議論は次に，より技術的な問題，

� DPS II , p.626.
� Conseil d’État, Commission constitutionnelle,25et26août1958, DPS III , p.72.
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つまり，任命権の委任の可能性と条件に移っていく。大統領に一般的な任
命権を認めれば，それを首相や大臣等に委任していく方式を規定する必要
がある。それを憲法典においてどのように，どの程度まで規定するかとい
う問題である。
まず，問題となったのが閣議において任命が決定される官職で，政府案

では1946年憲法と異なり全面的に法律に委ねることになっていたのだが，
この方式では法律で規定されるための競争を招いて不都合であるとの見方
が優位を占め，憲法典で列挙する方式を政府に提案することになった。政
府もこの提案を受け入れ13条3項となる。
次の問題は，首相以下が行使する任命権である。1946年憲法では上記

のように，特定の条文に規定がある場合を除外して，憲法が直接首相に
文武官の任命権を与えていた。首相に一般的な文武官任命権を認めている
ことが前提となっている。しかし，大統領に一般的な任命権を与える規定
があると，首相に一定の任命権を認める場合には大統領権限の委任という
形をとることが合理的である。政府案は11条3項後段で「首相または大
臣にその任命が委任される官職は法律が決定する」と定めていた。この
「委任される（délégué）」という語がかなりの議論になった。第一の問題

� Ibid., p.72. ジャノはその数日後にも，全く違う場，違う文脈だが，同様の説明を
行っている。つまり，9月4日に政府は憲法案を国民に発表するが，翌日から5日間
にわたって，マスメディアの代表者29人がジャノと「対話」するという企画のなか
でのものである。この企画の目的は，ジャノによれば，レファレンダムのためのキャ
ンペーンの報道において「憲法案に対する誤った解釈を避けるのを助ける」ことであ
るから，対話というより，ジャーナリストの疑問に対しジャノが回答・説明するとい
うものである。その中でジャノは，大統領は政府の通常の活動に介入することはない
という一般原則を示したうえで，文武官の任命についても大統領が行使するのは「精
神的権威」であると説明している。すなわち，若干の重要な官職の任命は，「たんに
当人と政府――安定していても一時的であることを免れない――との関係ではな
く，国家の活動の継続性を確保するために国家とのある種の結びつきを生み出すこと
が必要である」ということである（Entretiens de Raymond Janot avec la presse（septembre
1958）, DPS IV , pp.4,15－16.）。
� このやりとりに続く議論の中でカッサン委員長も「実際的な次元では，国家元首と
首相とのこの権限分配に異議はない」と述べている（ibid., p.73）。
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は「委任」とある以上，それは再委任を許容しないことである。たとえば，
大統領から首相または大臣への任命権の委任が法律によって規定される
と，首相や大臣はその任命権をもはや再委任できず自ら行使せざるをえな
くなる。それは国家の被用者は膨大な数に上ることから現実的ではなく，
実際に1946年憲法下において再委任は頻繁であった。第二の問題は，首
相中心主義的理解を前提にすると，首相に対しふさわしくない表現だとい
うことである。カッサン委員長は，首相に対し失礼である，あるいは「委
任」の語には軽蔑的な意味があることから不適当であるとの指摘した

24
。そ

こで，コンセイユ・デタは「委任」の語を使用しない修正を検討し，「任
命権は，大統領の名において他の機関によって行使されうる」との案が採
用されるのであるが，この案をめぐる議論においても「大統領の名におい
て」が純粋に精神的な意味しかないことが確認されている

25
。しかし，結局，

政府はコンセイユ・デタの提案を退け，「委任」の語を維持する決定を下
す
26
。コンセイユ・デタの考えには，おそらく，首相より大統領を上位に置

くような意味をもつ語の使用は避けたほうがよいという意味もあったと思
われるが，政府のほうは，以下で見る任命権に関する1958年11月28日
オルドナンスの制定過程に照らすと，まさにそのような表現だからこそ維
持したのだと考えられる。
ともあれ，憲法制定過程に話を戻すが，大統領に一般的な任命権を定め

る規定を認める結果，任命権行使のあり方も1946年憲法とは変わってく
る。コンセイユ・デタはその議論を通じて，文武官の任命に関して3つの
方式が区別されるという結論を共有することになる。すなわち，第一に，
閣議において決定される任命，第二に，閣議にかけられることなく大統領
によって行われる任命，第三に，大統領権限の委任による首相以下による
任命，である

27
。なお，この時点でのコンセイユ・デタの議論では1958年

� DPS IV , p.73. V. aussi p.320.
� Ibid., p.74.
� Ibid., p.499.
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憲法は基本的には首相中心主義を採用しているという前提に立っているか
ら
28
，ここでいう第二の任命方式についても，大統領の裁量的任命権を認め

る趣旨ではなく，首相や関係大臣に実質的権限があることを想定しており，
任命のデクレの副署がこの実質的権限の所在を示すことになる

29
。もっとも，

この任命方式については，大統領の一般的任命権の規定を文字通り受け
取って，実質的にも大統領に任命権がある――副署は実質的決定権の所
在を示すという意味を失う――という解釈の余地はあるように思われる
が，コンセイユ・デタでは議論されていない。いずれにせよ，憲法におけ
る文武官任命権の配分規定がコンセイユ・デタによって階層的な解釈に整
理された。この整理によれば，第一の方式が13条3項および4項前段に，
第二の方式が13条2項に（一般的権限の残余として），そして第三の方式
が13条4項後段および21条1項第4文および同条2項に対応することに
なる。
1958年憲法における大統領と首相や大臣の文武官任命権の共有に関す
るコンセイユ・デタの解釈は以上の通りであるが，13条4項にあるよう
に大統領と首相の任命権に関するいくつかの点について組織法律で定める
必要があり，そして，1958年憲法施行に必要な措置は，前述の通り，「閣

� Ibid., pp.75－76.
� コンセイユ・デタ憲法委員会の審議において，ジャノは大統領の「仲裁者（arbitre）」
（政府案3条）という地位について，仲裁には積極的と消極的の2種の意味があるが，
政府案は積極的な意味の方を採用していると説明している。そして，積極的仲裁とは，
たんに政治情勢を映し出す受動的な存在ではなく，3つの方法で能動的に働きかける
存在だという。その方法とは，第一に，精神的権威によって諸制度の活動に対して影
響を及ぼすこと，第二に，副署を免除された固有の権限の行使――具体的には首相
の任命，レファレンダムの実施，国会への教書の送付，憲法院メンバー3名の任命お
よび院長の任命――を通じて，最後に，非常事態権限の行使によって，である。要
するに，「仲裁者」という地位に関しては，副署を免除された権限のほかは，精神的
な権威しか認められないというのがジャノの説明である（ibid., p.54）。したがって，
それ以外の政治的権限は政府および首相に帰属するということであり，この説明を受
けたコンセイユ・デタも，首相が中心となって国会と連携しながら政治を運営してい
くというイメージを前提として審議を行ったことになる。
� この解釈の根拠として，「政府は行政機構および軍隊を掌握する」（20条2項），「首
相が政府の活動を指揮する」（21条1項）も考慮されうる。
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議において，法律の効力をもつオルドナンスによって決定される」（92条
1項）ことになっていたから，大統領と首相の任命権の関係の明確化は，
オルドナンスを決定する政府に委ねられた。もっとも，このオルドナンス
の決定にはコンセイユ・デタの意見を徴することが必要だったので，再び
この法の専門機関の精査を受けることになる。
コンセイユ・デタに提出されたオルドナンスの政府案

30
は，1958年憲法

13条4項にしたがい，二つの目的をもっていた。一つは閣議において任
命が決定される官職の追加である。政府案では，破棄院検事長とパリ控訴
院検事長を列挙したうえで，公施設法人，国有企業，混合経済会社の長に
ついては閣議において決定されるデクレによってリストを作成することと
し，さらに，特定の法律や命令に基づいて閣議において決定することも可
能とした（政府案1条）。
ここで問題にしたいのはもう一つの目的のほうである。それは，文武官

の一般的任命権の大統領への付与と首相の文武官任命権の配分方法の決定
である。このオルドナンス案の配分方法には2つの特徴を指摘できる。第
一は大統領の任命に留保される官職のリストを規定したことである（政府
案2条）。このリストにある官職の任命は首相に委任することができない。
第二の特徴は首相への委任のしかたで，「大統領のデクレによって」首相
に委任されると規定したことである（政府案3条）。
これらの特徴の意味は，その前の段階の政府案を見ることで確認でき

る。第一の特徴，すなわち，任命を首相に委任できない，大統領に留保さ
れる官職を規定することは当初から考えられていたようである。しかし，
コンセイユ・デタに提出される前の段階の案では，大統領が「自分自身で
（personnellement）任命権を行使する」と表現されていた。しかも，この
カテゴリーの官職には，閣議において任命される官職――憲法13条3項

� Projet d’ordonnance portant loi organique concernant les nominations aux emplois civils
et militaires de l’État en vertu des articles13et21de la Constitution, AC5, vol.1, p.730
et s.
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およびこのオルドナンスが定める――のほかに，閣議に諮らずに大統領が
任命できる官職も含めることになっていた

31
。要するに，閣議に諮ることな

く，首相にも委任されない任命権については，大統領が「自分自身で」行
使するということである。このカテゴリーは，先に見たコンセイユ・デタ
の整理によれば第二の任命方式に該当し，したがって，この任命行為にも
副署は必要なので，「自分自身で」の語の法的意味は明確でないかもしれ
ない。しかし，その語をあえて法文に挿入した意図は大統領に実質的決定
権があることを示すことにあるようにも読める。コンセイユ・デタに提出
される案では「自分自身で」の語は削除されるが，それは「自分自身で」
の語がなくても，大統領の実質的権限は憲法13条2項の大統領の一般的
任命権から引き出せると考えてのこととも考えられる。そうだとすれば，
政府には，憲法案審議の際のコンセイユ・デタの解釈とは異なる解釈を
とって，大統領の実質的任命権をオルドナンスに規定しようとする意図が
あったことになる。
第二の特徴については逆の意味で大統領権限を強化する意図が看取でき

る。コンセイユ・デタ提出前の政府案では，首相への任命権の委任は「持
続的」とされていた。たとえば，« Version no2»とされる案では，「大統
領のデクレによって」の語がなく，「大統領の名において行使されるよう
に首相に持続的に委任される（délégué en permanence）」となっていた

32
。デ

クレによるよらないにかかわらず，「持続的」とされることによって，大
統領が一度首相に委任したら，原則としてそれを撤回することができない
ようなしくみを作ろうとしていたのである。しかし，コンセイユ・デタ提
出案では，「持続的」の語がなくなり，しかも大統領のデクレによって委
任されることが明示されたことにより，大統領のデクレによればいつでも

� Projet de loi organique concernant les nominations aux emplois civils et militaires de
l’État en vertu des articles13et21de la Constitution, AC5, vol.1, p.723et s.
� Ibid., p.725. « Version no1»でも，「首相は，大統領のデクレによって任命権の持

�

続
�
的
�
委任（délégation permanente）を受け取る」となっていた（ibid . 傍点は引用者）。
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首相への委任を撤回することが可能になっている。首相への任命権の委任
は大統領の意思により多く依存することになり，大統領の裁量性が強調さ
れることになったのである。
コンセイユ・デタ総会での議論では，第一の特徴については特に議論に

ならなかった。すでに憲法草案審議の段階で第二の任命方式として承認し
ていたからだと思われる。これに対し，第二の特徴に関しては激しい議論
となった。まず，憲法施行のための組織法律案を検討するために作られた
コンセイユ・デタ特別委員会で修正案が作成された

33
。その修正案によれば，

憲法13条3項および本オルドナンス案1条に規定する閣議において任命
される官職と本オルドナス案2条によって大統領に留保される官職以外の
官職については，その任命権が「首相に委任されたものとみなされる」と
規定されていた。「委任」の語は残しているが，首相が行使する任命権の
範囲は大統領の意思によって左右されるものではなくなっている。大統領
のデクレで任命される官職は，閣議において任命されるものを除けば，2
条に列挙されたものに限定されることになり，そこに列挙されていない官
職については首相が，大統領から独立して任命権を行使できるようになっ
ている。政府委員ジャノが「委員会は政府案のシステムを根本的に変えて
しまった」と評したのも当然であった。
ジャノは次のように政府案と委員会案を対比する。政府案は大統領の任

命に留保される官職を除き，首相に委任するかしないかの判断を大統領に
委ねるものであり，このしくみは憲法の精神にも適合している。しかし，
委員会案は大統領からこの判断する権限を奪い去るものである。「みなさ
れる」であるから，大統領は反対の意思を明示することで首相への委任を
否認することが可能なのかもしれないが，そのようなことをするのは憲法
が大統領に認めた地位にふさわしいものではない。以上のように述べて
ジャノは，委員会案は「現在政府が大統領と首相のそれぞれの役割につい

� Ibid., pp.733－734. 特別委員会の議事録は AC5に収録されていない。

フランス第五共和政における大統領中心主義の成立（塚本）

17（17）



てもっている考えに適合するとは全く思えない」として，政府案の復活を
求めた

34
。

ジャノの意見に対して，8月の憲法案審議で総括報告者を務めたデシャ
ンは，大統領から首相に与えられる委任こそ，大統領に対する首相の立場
を弱体化するもので，政治的観点からみて危険であるとしつつも，憲法案
審議においてコンセイユ・デタが政府案から「委任」の語を消去したこと，
政府はその後も「委任」を維持したことを想起しつつ，ここでの問題は，
コンセイユ・デタが従来の立場に固執するか，政府の考えを受け入れるか
であるとしたうえで，政府がここまではっきりと立場を決めた以上，なお
反対し続ける必要はないと結論づけた。カッサン委員長はなお「適切な解
決を模索しよう」と粘ったが，政府は憲法制定作業のときからその見方に
固執してきたのであって，「このように明確に示された意思を退けること
はできない」というラトゥルヌリ社会部長の言葉で，決着がついた形となっ
た。
以上の通り，1958年憲法13条および21条における大統領と首相との

文武官任命権の共有に由来する問題は1958年11月29日オルドナンスに
よって一応の解決を見た

35
。そこで見られた対立は，大統領の権限を拡大し，

首相との関係を階層的に位置づけようとする政府と，一貫して首相中心主
義的立場に立って，オルドナンス案審議においても，憲法案審議のときと
同じように，首相の立場を貶めるような規定に抵抗するコンセイユ・デタ，
特に副院長カッサンやデシャンらとの間にあった。そして，憲法において
もオルドナンスにおいても，最終的にはコンセイユ・デタの抵抗を押し切
る形で政府の意思が貫徹された。
なお，ここまで見てきた対立は政府とコンセイユ・デタとの間のものだ

� Ibid., p.739.
� Ordonnance no 58－1136 du 28 novembre 1958 portant loi organique concernant les
nominations aux emploi civils et militaires de l’État, J. O. ,29novembre1958, aussi AC5,
vol.1, pp.749－750. 山口俊夫『概説フランス法 上』東京大学出版会，1978年，150
ページに紹介がある。
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が，政府内部に何の抵抗もなかったわけではない。例として，政府事務局
長（le secrétaire général du gouverment）を務めていたロジェ・ブランが伝
えるエピソードを紹介する

36
。文武官任命権に関するオルドナンスの政府原

案の起草を担当したのがブランだったが，彼は2通りの案，すなわち，一
つは大統領の任命権を少数の重要な官職に限定して首相に広い任命権を残
す案，もう一つは首相に割り当てられる領域をかなり縮小した案を作成し
て，ドゴールに示した

37
。すると，ドゴールは，ブランの予想通り，躊躇な

く後者の案を選び，そのうえ，大統領からの委任がなければ首相に任命権
はないように修正を加えたというのである

38
。ブランは1958年1月，ガイ

ヤール内閣のときに政府事務局長に就任し，そのままドゴール内閣でもそ
の職にとどまっていた。ドゴールとはその首相就任が確実になってから
会ったのが初対面で関係は深くなかったようだが，コンセイユ・デタ所属
でミシェル・ドゥブレやレーモン・ジャノ，ジョルジュ・ポンピドゥらと
は旧知の間柄であった。ポンピドゥとはドゴール内閣発足後首相府官房長
として日常的に接触していたから

39
，ブランも憲法制定作業中の政府の公式

の立場だけでなく，ドゴールの個人的な考えについてもある程度知ってい
たのかもしれない

40
。だからこそ，首相中心主義に近い案だけでなく，大統

領の権限を広く認める案も用意できたのだとも考えられる。しかし，それ
でもブランの案では首相に固有の任命権を残そうとしていた。ドゴールが
考えるほどには徹底していなかったのである。このエピソードは意図的な

� 第四共和政下の政府事務局の重要性について，参照，André Bertrand, La Présidence
du Conseil et le secrétariat général du Gouvernement, RDP ,1948, p.435et s.

� ブランの案は AC5には収録されていないようである。AC5に最初の政府文書とし
て収録されている文書にも2つのヴァージョンがあるが，その違いはブランの説明と
一致しない。V. AC5, vol. I, p.723et s.
� Roger Belin, Lorsqu’une République chasse l’autre（1958－1962）Souvenir d’un témoin ,
Michalon,1999, p.68.

� Ibid., pp.43,47,75.
� ドゴールは，ブランについて，すべての閣議に出席し「沈黙の観察者であり，その
決定を記録していた」，「すべての中心にいてあらゆる情報に通じている」と評してい
る（Charles de Gaulle, op . cit ., p.285）。
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抵抗ではないかもしれないが，ドゴールが大統領中心主義を推し進めてい
くにあたって，官僚機構の，憲法が規定する政治制度に関する公式の理解
から出てくる，いわば慣性的な力を押しのける必要はあったということを
示しているように思われる。

⑵ 政府におけるリーダーシップ
政府のリーダーが大統領と首相いずれであるかは，1958年憲法の運用

として大統領中心主義か，首相中心主義かという問題にとって決定的な意
味をもつ。同憲法の運用が，憲法制定作業の中心にいたドゴールとドゥブ
レが最初の大統領と首相となって始まるだけに，最初の政府におけるリー
ダーシップのありようは，それぞれが憲法制定過程において抱いていた構
想を表現している可能性が高い。結論からいえば，憲法制定過程ではドゴ
ールの譲歩により必ずしも顕在化しなかった両者の不一致がここで顕在化
する。まず，最初の政府の構成の決定権をめぐって，自ら閣僚のリストを
作成するドゥブレに対し，ドゴールは首相の提案を待たずに決定を下そう
とする。つぎに，国会に対する政治綱領についての政府の責任に関しても
両者の見解の不一致が顕在化する。ここでは，こうした大統領と首相との
対立とその決着を通じて，1958年憲法最初の政府の形成におけるリーダー
シップのありようを検討する。

ⅰ 政府の構成
政府の形成の出発点は首相の任命である。これは大統領の自由裁量権限

であるというのが，憲法制定過程を通じての一貫した理解であった。1946
年憲法においても首相の任命権は大統領にあったが，任命前に国民議会に
よって叙任されることを条件としていた（45条）

41
。それゆえ，大統領によっ

て指名された首相候補が国民議会によって叙任されないため任命できない
ということもありえた。1958年憲法はこの条件を採用しなかったため，
首相の任命に関する大統領の裁量を制約するものはさしあたりなくなっ
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た。大統領の一存で首相の任命は完結する。
しかし，大統領の首相任命における裁量には事実上の制約がある。まず，

異論がないところでは，49条2項で，国民議会は会期中いつでも問責決
議によって政府の辞職を引き起こすことができるということである。政府
発足後すぐに国民議会が問責動議を採択するような首相を任命することは
無意味であって，原則として国民議会多数派のリーダーから，少なくとも
その多数派が受け入れられる首相を任命する必要がある

42
。

つぎに，憲法制定時における理解によれば，49条1項も大統領の首相
任命権の制約となりうるものである。同項には「首相は，閣議の審議の後，
国民議会に対して，政府の綱領または場合によっては一般政策の宣言につ
いて，政府の責任をかける」とある。「政府の綱領」と「一般政策の宣言」
の2つについて政府の責任を規定しているが，後者には「場合によっては」
の文言がかかっており，これが政府の任意による信任問題提起の可能性
を規定していることは疑いない。これに対し，前者は，憲法制定過程に
おいては，「事実上の叙任」を規定したという理解が有力であった

43
。「叙任

（investiture）」とは1946年憲法45条において定められた手続で，1954年
12月憲法改正の前後で多少異なるが，要点は，大統領から指名された首
相が，正式に任命される前に，内閣の綱領と政策を国民議会に提出して信
任を得る手続である。内閣が発足の時点から国民議会多数派の支持を得て

� 1954年憲法改正前の規定による。同改正後は叙任は首相ではなく，内閣構成員と
その綱領に対するものとなる。同改正後も叙任手続は首相任命前に置かれていたため，
叙任拒否された場合大統領はその首相候補を首相に任命できないことに変わりはな
い。
� V. Pierre Avril, Article 8, in La constitution de la république française,3e édition,
Economica,2009, p.358. 大統領の首相任命権にこの制約があることは，大統領と国
民議会多数派が対立する政党によって占められるコアビタシォンの状況において明ら
かになった。これまで3回のコアビタシォンのいずれのときも，大統領は自らと対立
する国民議会多数派政党のリーダーを首相に任命した。
� V. Jean-Claud Colliard, Article49 à51, in La Constitution de la République française ,
3e édition, Economica,2009, pp.1238－1239. 参照，前掲・拙稿「フランス1958年憲法
制定過程の研究（4）」，73－74ページ。
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いることを明確にすることで，内閣の安定につなげようという目的をもつ
ものであった。第四共和政ではこの目的は達せられなかったが，政府が国
会に対して責任を負う議院内閣制においては，政府の活動は国会の支持に
依存せざるをえないから，1958年憲法制定過程においても，政府が活動
を開始する時点で国会の支持を確認する手続が必要であるという考えは根
強かった。他方，ドゴールは，その権力分立の考え方から，執行権を担う
政府が立法権に由来することは認められず，あくまで大統領の行為だけで
政府は成立すべきという方針をとっていた。政府発足時に国会との信任関
係は必要ないという立場である。この両者の妥協が49条1項の法文であ
る。この結果，叙任手続は明文では規定されることなく，他方で，「一般
政策の宣言」に「場合によっては」の語を付加することで，「政府の綱領」
についての政府の責任をかけることを，任意ではない，すなわち義務であ
るとする意味を読み取れるようにしたのである。政府の綱領は，通常，新
しく任命された新政府の政策全般の方針について国会において表明する場
であるから，これに政府の責任をかければ事実上の叙任として機能するこ
とになるわけである。したがって，国会と政府の結びつきを重視する見方
からすれば，政府の活動の初期において必ず国民議会の審査を受けること
になるから，最初から確実に国民議会多数派の支持を受けられる人物を首
相に任命することが必要となる

44
。

いずれにせよ，首相は職務遂行においては大統領に対して政治責任を負
わないというのが憲法制定時における共通理解である。それは大統領の首
相罷免権として繰り返し議論された問題であり，政府側はそれを明確に否
定してきた。ひとたび任命された後は，首相が大統領に対して独立性を有
することは，憲法制定過程において揺るぎない政府の立場だった

45
。

� この理解に対しては，49条1項は国民議会に対して政府の責任をかける時期を明
示しておらず，また，「責任をかけなければならない」とも表現していないことから，
「事実上の叙任」を定めたものではなく，責任をかけるか否か，いつかけるかは，首
相および閣議の裁量に委ねられているという理解が対立している。のちに触れるが，
実際の憲法運用はこちらの理解に従っている。
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そうなると，首相は，政府を構成する大臣や大臣補佐（secrétaires d’État）
の人選についても実質的決定権をもつことになる。こうした理解も制定過
程当初からはっきりしていた。ジャン・マメール

46
による6月11日付のノ

ートには「自由にその諸大臣を任命する政府の長は，大統領が任命する」
という一文がある

47
。6月中旬案で「大統領は首相を任命し，首相の提案に

基づいて，他の政府の構成員を任命する」という表現が採用され，その後
は条文全体の表現は少し変わるものの，「首相の提案に基づいて」大統領
が任命することに関しては全く変化がない。そして，表現の変化がないだ
けでなく，それをめぐる議論もほとんどない。それは制定作業参加者の誰
もが，この表現の意味するところについて疑問を抱かなかったことを意味
する。
それは何より，1958年憲法も1946年憲法と同様に，首相を長とする政府

を規定していると信じたからだと思われる。1946年憲法46条は「首相お
よび首相によって選ばれた諸大臣は，大統領のデクレによって任命される」
と規定していた。1954年12月7日憲法改正後の45条2項でも「首相はそ
の内閣の構成員を選び，そのリストを国民議会に通知する（以下略）」とし
ていた。首相とそれ以外の諸大臣との間には，前者が後者を任命・罷免で
きるという階層的な関係を設定するとともに，そのことにより首相の指揮
の下での内閣の活動の協調性と責任の連帯性（48条1項

48
）を確保しよう

としていた。この意味で首相はまさに「政府の長（chef du gouvernement）」
なのであった

49
。

その点で，1958年憲法8条2項が「首相の提案に基づいて，大統領は

� 参照，拙稿「フランス第五共和政における大統領中心主義の成立」（香川法学41巻
3・4号），135ページ以下。
� コンセイユ・デタ所属の法務官僚で，ドゥブレ法相の下に設置された作業部会のメ
ンバーとなり，憲法諮問委員会の事務局長を務めた（DPS II , p.18）。
� DPS I , p.39.
� 1946年憲法48条1項：「諸大臣は，内閣の一般政策に関して国民議会に対して集
団として責任を負い，個別の行為について個人として責任を負う」。
� Jean Massot, Le président du Conseil, Pouvoirs no76,1999, p.47.
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政府の他の構成員を任命し，その職を免ずる」と規定しているのも，政府
の長としての首相の地位を裏づけるものとして理解された。首相の提案が
なければ，大統領は一人の大臣の任命も罷免もできないからである。大統
領への提案の時点で，首相が実質的に政府構成員を選択しているというわ
けである。
では，1958年憲法下における最初の政府の構成は，実際にはどのよう

になされたであろうか。まず，首相の選択であるが，最初の首相に任命さ
れたのはミシェル・ドゥブレである。彼によれば，自分が首相候補の一人
であることを意識したのは1958年8月末のドゴールとの会話のときだっ
たという。その後もドゴールがそう考えていることを示唆するようなこと
はあり，9月にはドゥブレもその可能性を家族に話していたという。ただ
し，これがドゴールが大統領に就任するという仮定の上での会話だとして
も，この時点でドゴールがドゥブレを首相に任命することを決心していた
というには早すぎる。まだ新憲法は成立していなかったし，何より，国会
の構成が決まっていなかった

50
。新憲法下での国民議会議員を選出する総選

挙は1958年11月23日と30日に投票が行われ，その結果，576議席中，
ドゴール派である「新共和国連合（Union pour la Nouvelle République, 以
下，UNR）が199（＋7）議席を占め，さらに，与党に加わる「社会運動
独立派・農民派（Indépendants et Paysans d’action sociale）」の107（＋10）
議席と合わせると優に過半数を超えることになった

51
。ドゴールが支持する

首相および政府が国民議会からの信任を得られることが確実になったので
ある。さらに，12月21日にドゴールが正式に大統領に選出される。ドゥ

� 1958年6月3日憲法的法律により，政府の国会に対する責任の原則の実現は政府
に課された義務であったから，その原則が新憲法に規定されることは確実であった。
� Didier Maus（textes rassemblés par）, Les grands textes de la pratique institutionnelle de
la V e République, Edition à jour au15 février1995, La documentation française,1995,
p.147. なお，当時の総議席数は579であったが，当選無効によりうち3議席が欠員
となっていた。UNRの議席数について「199（＋7）」とは UNR所属議員が199名で
あり，正式な所属ではないが院内行動をともにする協力議員（apparentés）が7名い
ることを意味する。「社会運動独立派・農民派」の議席数の示し方も同様である。
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ブレがドゴールから首相に任命する最終的な意図を知らされたのは，まさ
に12月21日ドゴールの当選が決まった直後だった

52
。

ドゴールはなぜドゥブレを選んだか。まず，ドゥブレが国民議会第一党
となった UNRの指導的地位にあったことである。UNRは第四共和政に
おいてドゴールが組織した政党「フランス人民連合（Rassemblement du
peuple français, 以下，RPF）」を母体に，急ごしらえでつくられた政党で，
組織もはっきりしないものだったが，ドゥブレを含む旧 RPF幹部が指導
的地位に就いていた

53
。国会との関係を考えれば，UNR指導者を首相にす

るのが合理的である。しかし，ドゥブレは UNRのなかで第一の指導者だっ
たわけではない。数人いる指導者の一人にすぎなかった。その中でドゥブ
レが選ばれたのは，何よりドゴールに対する忠誠にあったと考えられる

54
。

もちろん，ドゴールがドゥブレに憲法制定作業における重要な役割を託し
たことからもわかるように，首相の職務を遂行する上での適性――政治
理念における広範な一致，政治的実務能力――に対する信頼はあったは
ずである。それに加えて決定的だったのは，意見が一致しなかった場合に
おいて，ドゥブレはドゴールに対して全面的な譲歩ができることと思われ

� ドゥブレは総選挙に立候補しなかったが，それはドゴールからの要請によるという。
国会議員と大臣の兼職禁止が憲法に規定されたことを考えると，少なくともドゥブレ
を何らかの大臣として政府に加えるという意図をうかがわせるエピソードである。
V. Silvano Aromatario, La pensée politique et constitutionnelle de Michel Debré, L. G. D.
J.,2006, p.339.

� UNRは，1952年に分裂した RPFを再結集する形で出発した。このとき，総選挙を
目指して再結集のイニシアティヴをとったのが RPFで書記長や国民議会議員団長を
歴任したジャック・スーステルである。UNR結成会議も情報大臣だった彼の事務所
で開かれている。こうした経緯からいって UNRの中心にいたのは間違いなくスー
ステルであり，彼が UNR総裁（Président）になるという予想もあった――ジャン・
シャルロは，ドゥブレもシャバン－デルマスもそれに反対しなかっただろうという
――が，これをドゴールが拒否したため，ロジェ・フレ（Roger Frey）を書記長
（secrétaire général）として13人の主要メンバーで構成される中央委員会を頂点とする
集団指導体制がとられることとなった。ドゥブレも中央委員会メンバーの一人である。
V. Jean Charlot, L’U. N. R. Étude du pouvoir au sein d’un parti plitique, Armand Colin,
1967, p.29et s.
� Aromatario, op. cit., p.339.
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る。それは憲法制定作業における共同作業を通じて，相互に了解されてい
ただろう

55
。さらに，ドゴール内閣における首相と法相としてドゴールと

ドゥブレがもっていた階層的な関係を，性質が異なる1958年憲法におけ
る大統領と首相の関係にも事実上存続させようという意図もあったかもし
れない。だとすれば，ドゥブレを首相に選んだのは，政府全体に対して，
あるいは他の個々の政府構成員に対して，ドゴールは自らの判断を優先さ
せるため，リーダーシップを行使するためであったと考えることができそ
うである

56
。

ところが，憲法制定過程に参加していたドゥブレは，首相は職務上大統
領からの自律性を有すると理解していた。実際，ドゴールから首相任命の
意図を知らされた時から本格的に大臣の人選に取り掛かった

57
。また，当時

ドゥブレの周囲で働いていた者たちは，ドゴールはドゥブレとは「憲法に
ついて同じ解釈をしていない

58
」とする点で一致している。すなわち，「ミ

シェル・ドゥブレはつねに議院内閣制的な憲法解釈をしていた
59
」というこ

とである。ドゥブレが残した文書を分析した研究者も，「1959年から1962

� Ibid., p.333et s. この点こそが，ドゴールにとって，アルジェリア問題にこだわり
を見せていたスーステルとの最も大きな違いだったと思われる。ドゥブレも第四共和
政下でアルジェリアをフランス領に留める政策を強く主張していた点ではスーステル
と大きな違いはなかったが，1958年5月13日事件後，反乱側を公然と支持したスー
ステルと，ドゴール政府に入って憲法制定作業に専念し，しかも，その作業において
ドゴールの意見に全面的に従ったドゥブレとでは，自ら政策決定を行うつもりであっ
たドゴールにとって，どちらが適任かは明らかであっただろう。
� ドゴールは回想録で「われらの新しい共和制において，執行権は，主要かつ恒久的
な問題に献身する大統領の下で，些事と格闘する首相を含んでいる」（Charles de
Gaulle, op. cit. , p.288）と述べているが，彼の実践を正しく説明しているように思わ
れる。
57 Michel Debré, Mémoires III , Albin Michel,1988, pp.11－12. ドゥブレが，ドゴールの
意思を確認することなく自らの判断でスーステルに入閣を示唆したことも，こうした
考え方をもっていたことを裏づけるように思われる。V. Jacques Soustelle, L’espérance
trahie（1958－1962）, Table ronde,1962, p.82.

� Belin, Lorsqu’une République chasse l’autre, op. cit. , p.76. V. aussi Belin, L’application
de la Constitution de1958 à1962, in Association des Amis de Michel Debré, Michel
Debré et la Constitution de la V ème République, Association des Amis de Michel Debré,
1999, p.78; Aromatario, op. cit. , p.341et s.
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年まで，ミシェル・ドゥブレは，新しい大統領の優越性を承認しつつも，
自らを常に，議院内閣制の首相として，それゆえ，政府の真の長として考
えていた

60
」と述べている。だとすれば，ドゴール大統領の意向を考慮する

必要はあるとしても，ドゥブレはあくまで，1958年憲法の政治システム
を国民議会の信任を基礎とする首相中心の政府が統治するというイメージ
でとらえていた。最初の政府の構成においても，大統領中心主義と首相中
心主義の対立は潜在的には存在していたのである。
ドゥブレは，回想録においてドゴールと組閣について話した場面を次の

ように描いている。ドゴールは大統領に就任した日に首相任命のコミュニ
ケの草稿を見せながら，政府の構成について意見を述べた。まず，ドゥブ
レに4人の大臣の留任を求めた。モーリス・クーヴ・ド・ミュルヴィル（外
務大臣），ピエール・ギヨマ（軍事大臣），アンドレ・マルロー（担当分野
未定），アントワーヌ・ピネ（財務大臣）である。ドゥブレの考えを聞い
たのはその後である

61
。そして，ドゴールは，ドゥブレが挙げた人物のほと

んどを承認したが，ジャック・スーステルについては異議を述べた。スー
ステルはアルジェリア問題について強硬な態度をとっていただけでな
く，1958年5月13日のアルジェの反乱の主導者や公安委員会メンバーと
も密接な関係をもっていたから，彼を政府に取り込むことは政策決定につ
いての障害になりかねないとの判断からと思われる。ドゴールはドゥブレ
に「彼（スーステル）にどんな仕事を任せるつもりか。アルジェリアは首
相の管轄であり，あなたは私との間でしか話すことはない」（括弧内は引
用者）と指摘した。スーステルがアルジェリア問題にしか関心がないこと

� 当時首相府官房次長（directeur adjoint du cabinet du Premier ministre）だったイヴ・
ゲーナの研究会での証言（Jean Foyer, Yves Guéna, Olivier Guichard, Alain Peyrefitte,
Les rapports de Michel Debré avec le Général de Gaulle（intervention d’Yves Guéna）, in
Michel Debré et la Constitution de la V ème République, op. cit. , p.86）。
60 Jean-Pierre Dubois, Être le premier Premier ministre de la Ve République : la pratique
des institutions, in Berstein et al.（dir.）, op. cit. , p.98.
61 Debré, Mémoires III , op. cit., pp.13－14.
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を踏まえての発言である
62
。ドゥブレもさらに反論して議論が続いたが，最

後はドゴールが折れて「よろしい，あなたの責任です」と言ったというの
である

63
。以下の1月9日大統領コミュニケはこうしたやり取りを踏まえて

いたのである。

ドゥブレ氏は一般政策に関する彼の考えと政府において彼の協力者
となるかもしれない人物の名前を，そ

�

の
�

承
�

認
�

を
�

得
�

る
�

た
�

め
�

に
�

ドゴール将
軍に提出した。大統領はミシェル・ドゥブレ氏を首相に任命した。首
相の提案に基づいて大統領は以下の人から構成される政府の構成員を
任命した。（以下略，傍点は引用者）

64

このエピソードにおいては，政府構成員の選択に関して首相より大統領
の方が優位しているように思われる。確かにスーステルを政府に加えるこ
とについてはドゥブレは自分の考えを通した。しかし，任命当初は担当が
決まらず，「サハラ，海外県，海外領土および原子力エネルギー」担当に
決まったのは2月13日であった。何よりドゴールはドゥブレの意見を聞
く前に4人の大臣を指名している。それがドゴールが特に重視する外交，
軍事・防衛，財政の領域が対応している。そして，喫緊の課題であるアル
ジェリア問題は上記の通り大統領と首相が当たるとし，はっきりとスース

62 V. Soustelle, op. cit., p.81et s.
63 Debré, Mémoires III , op. cit., pp.13－14.
64 Les grands textes de la pratique institutionnelle de la V e République op. cit., p.71.
ル・モンド紙政治部長（当時）ピエール・ヴィアンソン－ポンテはこのコミュニケに
示された首相任命方法について「政府の選択が完全に排他的に国家元首の意思のみに
由来することを示すため」であり，ドゥブレが首相に選ばれたのも「ドゴール将軍が
忠臣を使って統治しようとしている」としたうえで，さらに，「ドゥブレ氏が，憲法
の規定に従い政府構成員を大統領に『提案』できるとはだれも思っていない」「ドゴ
ール将軍が主要ポストをはじめとして自分の協力者をドゥブレ氏に押しつけたことは
誰もがよく知っている」と評価しているが（Pierre Viansson-Ponté, Histoire de la
république gaullienne, Robert Laffont,1971, pp.85－86），実際のところはそこまで徹底
していなかった。
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テルを拒否した。ドゴールは自ら重視する政策領域についてはドゥブレを
含めて自らの選択を首相に押しつけている。その他の政策領域の担当者や
政府に取り込みたい人物についてはドゥブレの考えを「承認」したが，決
して首相の提案にだけ基づいて政府の人選が行われたわけではない。首相
としてのドゥブレの考えも尊重しているが，その尊重の限度の決定権はド
ゴールにあったように見える。ドゴールはドゥブレが受け入れることを見
越して，自ら必要と判断する大臣を決定したうえで，残った領域をドゥブ
レの判断に委ねるというやり方をとろうとした。そして，実際ドゥブレは
そのやり方を受け入れた。ドゥブレを首相に選んだ意味が生きているとい
えそうである。そして，大統領と首相との関係としてみれば，大統領の優
越が明らかで，首相の自律性は著しく縮小しているように見える。
とはいえ，他方で，ドゴールが全面的に自分の考えを押しつけたわけで

はないということも確認しておかなければならない。クーヴとギヨマにつ
いては担当分野を定めてきっぱりと留任を求めたが，マルローとピネにつ
いては勧めるというニュアンスがある。スーステルの入閣についても最終
的に折れたのはドゴールである。喫緊の最重要課題であるアルジェリア問
題についてもドゥブレとともに当たるという考えを示しており，実際，1959
年末までは具体的な対応はドゥブレに任せていた

65
。首相が政権運営におい

て指導力を発揮することも相応に認めていたのである。それに，コミュニ
ケについても，「首相の提案に基づいて」大統領が任命するという憲法8
条にしたがった内容にしている。
以上のことから考えると，1958年憲法における最初の政府の構成に関

してドゴールは，原則としては大統領が首相に優越するという解釈に立っ
ていたことは確かである。ドゴールが政府の構成においてとった行動は，
ドゥブレの考えを犠牲にしていたと考えられる。ドゴールは，いくつかの
領域では自ら選んだ大臣を押しつけ，その担当分野の決定権も大統領にあ

65 Belin, Lorsqu’une République chasse l’autre , op. cit., p.78.
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るという前提に立っている。大統領を首相に対して階層的に優越的地位に
置いているようである。憲法施行当初からドゴールは大統領を頂点におい
た執行権の運営，大統領中心主義的憲法運用を最初から行おうとしたこと
は間違いない。
ただし，それを基本にしつつもある種のニュアンスを読み取ることも可

能であるように思われる。すなわち，首相中心主義的解釈を全面的に否定
していないということである。たとえば，ドゥブレの回想録を信じるなら
ば，上記のコミュニケに示されているように憲法の要請を形式的に遵守す
るという以上に，大臣の人選において実質的にも首相の役割を相応に尊重
しようとしているように思われる。決して首相を他の大臣と同列に扱って
いるわけではなく，政府内において統率や調整の役割を果たすことを認め
ているものと思われる。

ⅱ 政治綱領に関する政府の責任
政府におけるリーダーシップの問題として，つぎに取り上げるのは，政

府形成時における政治綱領についての政府の責任である。ドゥブレは1958
年憲法最初の首相として国民議会において政府の政治綱領について演説を
行うことになるが，そのときに，憲法49条1項にしたがい，政府の責任
をかける方針であった。上に述べたように，憲法制定時の解釈では，同項
における「政府の綱領」についての政府の責任とは「期限を設けない事実
上の叙任審議」を意味する，というものだったから，政府形成後最初の国
会で，国民議会に対して政府の政治綱領について政府の責任をかけるのは
憲法上の義務だということになる。憲法制定過程の議論を知り尽くしてい
るドゥブレがそれに従おうとしたのはごく自然である。ところが，ドゥブ
レの回想録によれば，ドゥブレの意向にドゴールは反対した。「それは第
四共和政の習慣への復帰ではないか，執行府内部に打ち込まれた楔ではな
いか，大統領の優越に対する侵害ではないか」というのである。しかし，
最終的にドゴールはドゥブレの方針に同意したという

66
。

香川法学43巻1・2・3・4号（2024）

30（30）



この問題でドゴールが示した態度は，憲法制定過程における妥協を覆そ
うとしたものとみることができる。49条1項の法文では，「場合によって
は」の語が示すように，一般政策の宣言について政府の責任をかけるかど
うかは政府の任意であることが明確であるのに対し，それと対比すれば，
政府の綱領について政府の責任をかけることは任意ではない。「場合によっ
ては」の語がある場合とない場合と，どちらも同じように政府の任意であ
るという解釈には無理がある。にもかかわらず，ドゴールはドゥブレが政
府の綱領に責任をかけることに難色を示した。ドゴールは憲法制定過程に
おいても，大統領を除外して，政府と国会との合意によって政治が運営さ
れることを警戒していた

67
。ドゥブレが回想録で伝えるドゴールの言い方は，

政府はあくまで大統領に由来し，大統領の優越下にとどまるべきであると
いう考え方を表しているようである。
しかし，他方で，この問題に関しては，ドゴールがドゥブレの主張に譲

歩したことも強調しておかなければならない。この譲歩の意味については，
もちろん，憲法制定作業を協力して遂行し，政府と国会とのあるべき関係
に関するドゥブレの考え方も熟知していたドゴールが，この点ではドゥブ
レの主張を最終的に尊重したということも考えられる。しかし，ドゴール
は，次の政府，すなわち第一次ポンピドゥ政府形成後の国会において，政
府の綱領に責任をかけることを許容した（1962年4月26日：任命から12
日後）ものの，第二次ポンピドゥ政府については，政府綱領ではなく，一
般政策の宣言について責任をかけることを許容した（1962年12月13日：
任命から15日後）

68
。政府形成時に完全にその責任をかけなくなるのは第三

次ポンピドゥ政府，すなわち1966年1月8日以後のことである。そして，
ドゴール大統領の下でのその後の政府は形成時に責任をかけることはな

� Debré, Mémoires III , op. cit., pp.18－19. ドゥブレは首相任命から7日後，1月15
日国民議会で綱領に政府の責任をかけて採決に臨んだ。その結果は，賛成453，反対
56，棄権29であった。
� 前掲・拙稿「フランス1958年憲法制定過程の研究（4）」，79ページ。V. Debré,
Mémoires II , p.380.
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い
69
。確かに，第一次ポンピドゥ政府が責任をかけるときに首相は政府の責

任をかけるのは政府の決定である，すなわち政府の裁量に属することを強
調していた

70
。第二次ポンピドゥ政府が綱領ではなく一般政策の宣言に責任

をかけたのも，その裁量性を際立たせている
71
。しかし，実質において，政

府形成時に国民議会の信任を確認するということ――事実上の叙任――
が第二次ポンピドゥ政府まで行われたことには小さくない意味があるよう
に思われる。1958年憲法最初の政府であるドゥブレ政府から1962年秋ま
では，政府形成時における国民議会へのある種の「依存」を断ち切れなかっ
たとみることもできる。その意味で，大統領中心主義は，1958年憲法の
初めの数年間はなお形成途上にあったということができるように思われ
る。

⑶ 命令制定権
政府構成員の選任は，各構成員の権限の範囲の決定と密接に関連してい

る。政府の構成に大統領が決定権を有することになれば，その構成員の権
限範囲の決定も大統領に帰属するのが論理的である。ところが，憲法制定
過程において共有された理解においては，政府構成員の権限の範囲の決定
は首相のデクレによって行うことになっていた。したがって，この点をめ
ぐっても政府内部で議論が勃発するのは必然であった

72
。

� この変化は1962年11月6日憲法改正の後であり，それが影響した可能性はあると
思われる。憲法改正レファレンダムによって承認されたのは，対象である憲法条文だ
けでなく，それまでの大統領中心主義的憲法運用も含めてであると考えれば，大統領
中心主義をさらに推進しようとしても不思議ではない。
� J.-C. Colliard, op. cit., p.1249.
� V. Pierre Avril, Le régime politique de la V e République,4e édition, L. G. D. J.,1979,
pp.416－417.

� 第二次ポンピドゥ政府が綱領に政府の責任をかけなかったのは，第一次政府形成時
に綱領について国民議会の信任を得ていたからだという説明も可能であるが，法的に
は，第二次政府の形成が，大統領による新たな首相任命に基づく以上，新たな政府の
形成と考えるべきで，49条1項により，やはり綱領について責任をかける必要があっ
たと考えるべきである。V. Léo Hamon et Claude Emeri, Vie et droit parlementaires,
RDP ,1963, p.253et s.
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ところで，1958年憲法は命令制定権を，文武官の任命権と同様に，大
統領と首相が共有する形で規定している。すなわち，憲法13条は「大統
領は閣議において審議されたオルドナンスおよびデクレ（les ordonnances
et les décrets délibérés en Conseil des ministres）に署名する」と規定し，21
条1項第4文は「13条の規定の留保の下，首相は命令制定権を行使し，
文官および武官を任命する」と規定する。しかし，その構造は，文武官任
命権とは異なる。憲法13条が定める大統領の命令制定への関与は，「閣議
において審議された」命令に「署名する」ことにとどまる。つまり，閣議
において審議されない命令に大統領は関与しない。これに対し，首相の命
令制定への関与については，閣議における審議に関係はなく，「13条の規
定」つまり大統領の「署名」だけを留保条件として首相に命令を制定する
権限が与えられている

73
。しかも，21条1項において，首相の命令制定権

の規定の前に，「首相は政府の活動を指揮する」「首相は国防の責任を負う」
「首相は法律の執行を確保する」という規定を置いている。首相が政府お
よび行政機構を指揮する責任者であるという文脈の中で首相の命令制定権
は規定されているのである。こうしたことから，首相の命令制定権は一般
的包括的権限であると考えられるのであり，それは，上で見た文武官の任
命権の場合より憲法上はるかに明確である。
そして，大臣等の権限の範囲を決定するデクレは，「法律を執行する」

執行権が有する命令制定権に属するというのが第三共和政以来確立した考
え方だった。第三共和政では1875年2月25日憲法的法律3条（「大統領
は法律の執行を監視し確保する」）を根拠に，「法律の執行を確保する」権

� この問題の射程は，これから説明するように，政府構成員の権限の決定権をはるか
に超えて，命令制定権一般に及ぶものであり，それどころか，大統領の「閣議を主宰
する」権限（憲法9条）の意味，果ては閣議に限らず各種会議における大統領の「主
宰」の意味に影響を与えることになる。大統領中心主義への移行の鍵となった問題で
ある。
� 大統領のオルドナンスとデクレへの「署名」にも，憲法19条により，首相または
担当大臣の副署が必要とされる（19条）ことも，首相中心主義的解釈では大統領の
命令制定権への関与が形式的なものにとどまることの一つの憲法上の根拠である。
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限を有する大統領に一般的命令制定権を認め，その権限の一つとして，政
府構成員の権限の範囲をデクレで決定することが行われていた。第四共和
政でもこの理解が引き継がれ，1946年憲法47条（「首相は法律の執行を
確保する」）に基づいて，「法律の執行を確保する」権限を有する首相に大
臣等の権限決定の権限があるとされていた

74
。したがって，1958年憲法に

おいても，「法律の執行を確保する」権限を有する首相に命令制定権があ
ることは疑いを容れない当然のことであると考えられた

75
。

こうした理解が強固であったことは，憲法制定過程における条文の変化
が比較的少ないという事情にも窺われる。政府内部の起草作業をみると，
6月中旬案では，大統領の命令制定への関与の規定はなく，他方首相につ
いては「法律の執行を確保するために行使される命令制定権」は首相に帰
属する（「B章 政府」5条）と明記している

76
。この段階はまだ検討が済

んでいない事項はとりあえず1946年憲法の規定を置いておくという対応
なのかもしれない。6月18日案から6月30日案にかけてが制定過程にお
けるほとんど唯一の逸脱で，命令制定権を大統領に与えようとしている。
6月18日案9条で「大統領は法律の執行を監視し確保する」と第三共和政
の条文を登場させ，さらに「大統領は，首相に留保された領域に属すると
特別の条文で規定されたデクレ以外のデクレに署名する」と続けた

77
。6月

23日案10条では「大統領はオルドナンスおよびデクレに署名する。大統
領はこの権限を首相に委任できる」という規定が登場した。「署名する」

� Vedel, op. cit., pp.510－512; Laferrière, op. cit., pp.1076－1078.
� 1959年1月7日「防衛の全般的組織に関するオルドナンス」制定過程におけるコ
ンセイユ・デタ1958年12月18日「審議概要」（Note）にも，「憲法によれば，諸大
臣の数，名称，職務を決定するのは，命令制定権にのみ帰属する」との記述がある。
これは，1958年憲法92条により4か月の憲法移行期間に限り政府に授権されたオル
ドナンス制定権につき，それが命令事項に介入することを防ぐという趣旨の指摘だ
が，ここでいう命令制定権は首相の権限であることを当然の前提としている（AC5,
vol.2, p.669）。
� DPS I , p.253.
� Ibid., p.266.
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権限であることが目を引くが，ともあれ，大統領の「署名」権が一般的権限
で，首相の命令「署名」権は委任に基づく権限という位置づけを明確にし
ており，大統領を首相の上に置こうという意識を読み取ることができる

78
。

しかし，この傾向も6月30日を最後に見られなくなる
79
。6月30日関係閣

僚協議会でモレらが強く反対したものと思われる。実際，モレの代表者と
して作業部会に参加していたアンドレ・シャンデルナゴルがモレに宛てた
メモの中で，「大統領がオルドナンスおよびデクレに署名することになれ
ば，現実においては大統領が政府の長となり，首相は単なるその補助者に
見えることになる」（原文の括弧内は省略）と注意を喚起していた

80
。6月

30日関係閣僚協議会は，政府の起草作業において6月23日の同協議会と
ともに転機となった会議で，大統領の権限を条文において強化する試みの
息の根を絶ったものだった

81
。7月3日作業部会案では，「法律およびオル

ドナンスの執行を確保する権限」が首相に戻ってくる
82
。そして，7月7日

案では，首相の命令制定権に関しては7月3日案の条文を踏襲しつつ，大
統領の権限は「閣議において審議されたオルドナンスとデクレに署名する」
となる

83
。さらに7月10日案で，以上の規定を維持したうえで，「首相は命

令制定権を保有する」という規定が追加され，首相の命令制定権こそが一
般的権限であることをいっそう明確化した

84
。この段階で1958年憲法の命

令制定権の規定はほぼ完成し，CCC提出案もコンセイユ・デタ審議の段
階でも，表現を修正したり並びを変えるなどの変更はあるものの，微調整
の範囲といってよいものである。そして，CCCにおいてもコンセイユ・
デタにおいても，文武官の任命権の場合と異なり，ほとんど議論の対象と

� Ibid., p.283.
� Ibid., p.307.
� Ibid., p.315.
� 参照，前掲・拙稿「フランス1958年憲法制定過程の研究（3）」24～25ページ。
� DPS I , p.341.この案には「政府」の章しかない。
� Ibid., pp.358,360.
� Ibid., p.418.
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ならなかった
85
。

以上のように，1958年憲法13条の大統領の命令制定権は，対象におい
て「閣議において審議された」オルドナンスとデクレに限定されていて，
その「署名」についても実質的な決定権を含まないという理解のうえで制
定された。他方，21条の首相の命令制定権は，「13条の規定の留保の下」
とはいえ，13条の大統領の命令制定権が上記のようなものであるため，
閣議において審議されないデクレについて，「法律の執行を確保する」権
限を有する首相の命令制定権は一般的なものと理解されていた。そして，
諸大臣の権限の範囲を決定するデクレは，「共和国臨時政府の諸大臣の権
限および省庁の組織に関する1945年11月24日法律」に基づき閣議の審
議を要しないとされていたから

86
，1958年憲法下においても，大臣権限決

定のデクレは大統領の署名を要せず，首相のみの権限で決定できると官僚
たちが考えたのも当然のことであった。
こうした大臣権限の決定方法に異を唱えたのがドゴールである。1958

年憲法下最初の政府の構成に際して，政府事務局長ブランが，上記の理解
の下，首相の署名だけのデクレを準備したところ，ドゴールから，大臣権
限の決定は公権力の運営にかかわるゆえ大統領の署名が必要だと指摘さ
れ，ドゥブレの承認を得て，大統領の署名を可能にする対応をとることに
なったという

87
。こうして作成されたのが，「諸大臣の権限に関する1959年

1月22日デクレ」である
88
。

� CCC審議において，コスト－フロレが，「閣議において審議されたオルドナンスお
よびデクレ」への大統領の署名権限が大統領に実質的決定権を含意しているかのよう
な理解を示したが，ただちにドゥジャンによって，大統領の署名権は形式的であると
の指摘を受けている（DPS II , p.325）。CCCにおいて大統領の命令制定権が限定的形
式的であるという理解が共有されていたことを示している。
� Loi no 45－01 du 24 novembre 1945 relative aux attributions des ministres du
Gouvernement provisoire de la République et à l’organisation des ministères. - Légifrance
（legifrance.gouv.fr）. Voir aussi l’article35 de la loi de finances du 13 avril 1900 et
l’article3de l’ordonnance45－14du6janvier1945.

� Belin, Lorsqu’une République chasse l’autre , op. cit. , p.77.
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上記の通り，大臣権限決定のデクレに閣議の審議を要しないことを定め
ていたのは法律であったが，1958年憲法の下では法律事項に該当しない
と判断し，デクレによってこれを改正することにしたのである。そして，
その1条で「諸大臣の権限は，コンセイユ・デタの意見を徴したうえで，
閣議において審議されたデクレによって決定される」とした。これにより，
大統領の署名が可能となった。ところで，1958年憲法以前の法律が法律
事項以外の事項を定めているときは，このやり方が示すようにデクレに
よって改廃可能だが，その場合コンセイユ・デタの意見を徴することが必
要となる（1958年憲法37条2項）。そこで，政府はこのデクレ案に対し
てもコンセイユ・デタの意見を求めている。コンセイユ・デタの意見は，
「本デクレ案の形式に関しては示すべき所見はない」が，コンセイユ・デ
タとしては以下の点を指摘する義務があると信じるとして，「新しいデク
レの規定は，大統領との関係においても，新しい政府の構成員との関係に
おいても，政府というチームの組織における首相の権限を著しく制限する
結果をもたらすであろう」という指摘を行うものであった

89
。

コンセイユ・デタのこの指摘は大統領と首相との関係が憲法制定時の想
定とは異なるものとなったことを明確に示している点で重要である。1959
年1月22日デクレは，形式的に見れば，大臣の権限の範囲を決定するデ
クレの制定権限を首相から閣議に変更したに過ぎない。そして，「政府の
活動を指揮する」権限が首相にあることは憲法上明記されている。この見
方からすれば，デクレ制定手続はやや重くなるものの，実質的決定権に大
きな変更を及ぼさないという見方もできないではない。首相中心主義的解
釈を維持しようと思えばできないことではなかった。しかし，コンセイユ・
デタはもはやそのような解釈を維持することは不可能だと考えた。コンセ
イユ・デタがいうところの，首相の権限が大統領との関係においても政府

� Décret no59－178 du janvier1959 relatif aux attributions des ministres, AC5, vol.3,
p.284.

� Ibid., p.283.
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構成員との関係においても「著しく制限」されるとは，いいかえれば，大
統領は首相との関係においても，政府構成員との関係においても，著しく
権限を増大させることにほかならない。そして，このような政府内におけ
るリーダーシップの移行を可能にするのが，閣議のありようである。憲法
制定過程においては，閣議のリーダーシップは，当然，「政府の活動を指
揮する」首相にあると理解されたが，コンセイユ・デタは，いまやそれは
大統領に移行していると考えている。
確かに憲法9条により，大統領は閣議を主宰する。しかし，この規定も，

1946年憲法32条1項と全く同じ規定であって，それがまったく形式的な
意味しかないという解釈を引き継いでいたはずであった

90
。ところが，いま

や閣議における審議が，大臣等の権限決定に関する大統領の実質的権限を
引き出す装置に変化したというのがコンセイユ・デタの理解である。それ
ほどまでに閣議における大統領のリーダーシップは，実態において際立っ
てきていたということであろう。
命令制定権の問題はほどなく大統領権限強化の方向にさらに歩を進め

る。1月22日デクレでは大臣権限決定のデクレを閣議において審議する
と規定することで憲法13条との整合性を確保したが，ドゴールは次の段
階として，閣議を経ないで大統領の署名だけのデクレで，大臣権限を決定

� ジュリアン・ラフェリエールは，1946年憲法32条1項の大統領による閣議の主宰
の意味について，「大統領は，諸大臣と同じように意見を述べるが，内閣の連帯責任
によって拘束されておらず，国民議会に対して責任を負っているわけではない以上，
大統領の意見の不一致は政府の政治的均衡について決定的影響を与えることはない。
大統領が閣議における表決権があるかを問うことは余計なことである。」という，1946
年7月17日憲法委員会（Commission de la Constitution）におけるポール・ラマディ
エの発言を引用して，大統領が閣議の表決には加わらず，閣議の決定を左右すること
はできないことを確認している（Laferrière, op. cit., p.1039）。ヴデルは閣議を主宰す
る大統領を「原則として中立」としている（Vedel, op. cit., p.444）。なお，1958年憲
法9条となる条文は6月中旬案から入っているが，制定過程において議論された形跡
はない。このことからも，1958年憲法における大統領による閣議の主宰の意味は，
1946年憲法におけるそれと異ならないという理解が共有されていたと考えるのが合
理的である。
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しようとしたのである
91
。憲法13条はもともと，大統領が署名するデクレ

は閣議において審議されたものに限られるという意味で理解されていたか
ら，閣議において審議されていないデクレに大統領が署名するのは憲法に
違反する行為と判断される可能性があった。実際，ドゴールの意向を知っ
たブランは，ドゴールに従いつつも，コンセイユ・デタが，政府に対する
意見または争訟における判決において，憲法違反であると指摘することを
期待したという

92
。ともあれ，こうして出されたのが1959年1月30日「情

報大臣の権限に関するデクレ
93
」である。同デクレは，ラジオ放送およびテ

レビ放送，出版に関して1947年11月17日デクレによって首相に帰属し
ていた権限を，委任によって情報大臣が行使する（1条）ことなどを定め
るもので，明らかに大臣の権限決定に関わる。しかし，閣議で審議された
ことやコンセイユ・デタの意見を徴したことの記載はなく，末尾に大統領，
首相および情報大臣三者の署名がある。閣議において審議されていないデ
クレに大統領の署名がある点で憲法13条の規定には従っていない

94
。

さらに，閣議で審議されていないが大統領が署名するデクレの存在は，
憲法違反の濃厚な疑いを伴いつつ

95
，このあとも増加の一途をたどることに

� 当時大統領府事務局技術顧問（conseiller technique au secrétariat général de la
présidence）だったベルナール・トリコが回想録において，憲法の規定通りのやり方
は大統領の新しい任務に調和しないから，別のやり方を考えたとしている。この説明
は「トリコ理論（doctrine Tricot）」として知られることになる。また，トリコによれ
ば，閣議において審議すると「諸大臣の間に摩擦を生じることになりかねない」とド
ゴールは考えたという（Bernard Tricot, Les sentiers de la paix. Algerie1958－1962, Plon
1972, p.134）。
� Belin, Lorsqu’une République chasse l’autre , op. cit., pp.77－78.
� Décret no59－198 du30 janvier1959 relatif aux attribusions du ministre de l’inforation,
J. O.,31janvier1959.

� 1月30日デクレが1月22日デクレに違反しているかという問題もあるが，ピエー
ル・アヴリルによれば，1月22日デクレの適用範囲は限定的で，ある大臣から他の
大臣への権限の移転に適用されるが，首相の権限の委任先の大臣を変更する場合には
適用されなかったという（Pierre Avril, Les décrets réglementaires du président de la
République non délibérés en Conseil des ministres, A. J. D. A., mars1976, p.117）。この
解釈に従えば，1月30日デクレは1月22日デクレの適用対象外だった――したがっ
て，首相の署名で足りるデクレだった――ことになる。
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なる
96
。しかも，コンセイユ・デタは3年後この種のデクレの適法性を承認

することになる。すなわち，シカール事件
97
において，「違法性が申し立て

られているデクレが閣議において審議されていないことは明白であるが，
にもかかわらず，憲法21条によって命令制定権を付与された首相が自ら
署名をしている以上，国家元首によって署名されているという事情は違法
性の瑕疵を生ずるものではない」と判断した。コンセイユ・デタとしては，
大統領の署名がデクレを不適法なものとするわけではない，適法性におい
て決定的なのは首相の署名であるという判断を示した。ドゴールのデクレ
制定の実践を正面から違法とすることなく，憲法21条が定める首相の命
令制定権が一般的なものであり，かつ憲法13条の大統領の署名が必

�

要
�

な
�

デクレは閣議において審議されたものに限定されているという理解で，憲
法制定過程以来の憲法解釈との整合性を図った形である。ただ，その反面
で，皮肉にも，大統領の署名は，適法性の観点からは，あってもなくても
よいという位置づけにはなったのであるが。
いずれにせよ，1959年1月後半の大臣権限決定に関するデクレの運用

を通じて，政府におけるリーダーシップが首相ではなく大統領にあること
が明確になった。そして，それは，政府内部やコンセイユ・デタではそれ
とは異なる憲法解釈をとっていたにもかかわらずである。そうした抵抗
――強い抵抗ではなかったかもしれないが，確かに存在した――を押し
のける形で，大統領への権力の移動は実現されていった。それを支持する
官僚がいたことも確かである

98
。しかし，ドゥブレすら懸念を示すことがあっ

たことを考えれば
99
，その推進力は誰よりもドゴール本人に帰すべきであろ

� V. Raymond Barrillon, Georges Dupuis et Marie-José Guédon, Article 21, in La
constitution de la république française,2e édition, Economica,1987, p.595.

� アヴリルが引用するところでは，1959年に39件だったが，1962年には101件に上
る（Avril, op. cit., p.116）。
� C. E.27avril1962, Sicard, Rec., p.280.
� V. Tricot, op. cit., p.134.
� V. Belin, Lorsqu’une République chasse l’autre, op. cit., p.77. ドゥブレの回想録に
は言及がない。
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う。ドゴールは，新憲法がレファレンダムによって承認された直後から，
その施行を見据えて確たる意思をもって政府内や官僚機構の抵抗を排除し
て大統領中心主義を実現していったというのがここまでの検討で得られる
結論である。

（つかもと・としゆき 法学部教授）
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